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要請番号（JL21524B12）

  

国名 職種コード 職種 年齢制限 活動形態 区分 派遣期間 派遣隊次

コスタリカ G161 体育 個別 新規 2年 ・2025/1 ・2025/2 ・
2025/3 ・2026/1

   

【配属機関概要】

1）受入省庁名（日本語）

国家企画・経済政策省

2）配属機関名（日本語）

平和のための市民センター(デサンパラードス支部)

3）任地（ サンホセ県デサンパラードス市 ） JICA事務所の所在地（ モンテスデオカ市 ）

任地からJICA事務所までの交通手段、所要時間（ ﾊﾞｽ で 約 0.5 時間 ）

4）配属機関の規模・事業内容

平和のための市民センターは、文化青年省をはじめとする関係省庁が連携し、地方自治体や地域住民と一体となって暴
力や差別のない平和で包括的な社会の実現を推進する組織である。全国に7箇所の支部を有し、対象となる住民は12歳
から35歳の青少年と若年成人で、主な対象者は13歳から17歳となっている。対象地域ごとの調査データの収集と管理、
文化・芸術・スポーツ等のレクリエーション活動、年1回のフォーラムの開催等を通して関係機関と連携しながら若者の
権利の促進と擁護、リーダーシップの醸成を目指し活動している。デサンパラードス支部の職員は教員や弁護士、事務
員などからなる14名。過去にJICAの協力実績はない。

【要請概要】
1）要請理由・背景

デサンパラードス支部では、スポーツや芸術、レクリエーション活動を通して、尊重や連帯の意識、セルフケアの重要
性等を学びながら青少年が安心して成長できる場を提供している。現在、同支部では音楽、演劇、ダンス、英語を専門
とする教員らが指導にあたっているが、体育を教えられる人材によって青少年らの健全な成長を促したいとして本要請
に至った。JICA海外協力隊には、同センターの青少年や周辺の小中学校の生徒らに対して、スポーツやレクリエーショ
ン活動を通して青少年や障害者らの社会的スキルの向上や自立促進、メンタルヘルスケアを支援することが期待されて
いる。

2）予定されている活動内容（以下を踏まえ、隊員の経験をもとに関係者と協議して計画を立て、柔軟に内容を変更しな
がら活動を進めます）

1.体育及びスポーツに関連するレクリエーション活動を行う。
2.障害者を対象とするメンタルヘルスケアに関する活動を行う。
3.職員を対象とした体育、レクリエーション活動に関する研修を行う。
4.その他、同センターが主催するイベント等への参加・補助を行う。

3）隊員が使用する機材の機種名・型式、設備等

4教室(ダンス、演劇、音楽、美術)、講堂、図書室、スケートボード場、サッカー・バスケットコート、野外劇場

募集終了

https://www.jica.go.jp/volunteer/
https://www.jocv-info.jica.go.jp/photo/JV/JL21524B12_1.jpg?t=1727986491
https://www.jocv-info.jica.go.jp/photo/JV/JL21524B12_2.jpg?t=1727986491
https://www.jocv-info.jica.go.jp/photo/JV/JL21524B12_3.jpg?t=1727986491
https://www.jocv-info.jica.go.jp/photo/JV/JL21524B12_4.jpg?t=1727986491


4）配属先同僚及び活動対象者

配属先同僚:
コーディネーター、男性、40代、経験25年
カウンターパート、女性、30代、経験18年
活動対象者:
青少年50名程度(12-35歳)

5）活動使用言語

スペイン語

6）生活使用言語

スペイン語

7）選考指定言語

言語問わず(レベル:D)

【資格条件等】
[免許]：（中学校又は高等学校教諭（保健体育））

[性別]：（　　　　）　備考：

[学歴]：（大卒）体育　備考：専門的な指導が必要なため

[経験]：（指導経験）2年以上　備考：業務遂行上必要と
思われる

[汎用経験]：

　・青少年を対象とした活動経験（2年以上）

[参考情報]：

　・武道、サッカー、バスケットボール経験尚良

　・メンタルヘルスケアの知識あれば尚良

任地での乗物利用の必要性

不要

【地域概況】
[気候]：（サバナ気候）　気温：（15～25℃位）

[通信]：（インターネット可　　電話可）

[電気]：（安定）

[水道]：（安定）

【特記事項】
・住居は原則ホームステイとする。
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